

参考様式1（第6条関係）
研　究　受　託　契　約　書  (使○○-○○)

委託者　○○○○株式会社（以下「甲」という。）と受託者　高知県･高知市病院企業団（以下「乙」という。）は、乙が設置する高知医療センターにおける医薬品、医療用具その他のものに関する研究の受託について、次のとおり契約を締結する。

（信義誠実の義務）
第１条  甲乙両者は、信義を重んじ誠実にこの契約を履行しなければならない。

（研究受託の内容）
第２条  乙は、次の研究を甲の委託により実施する。
（１）研究課題名
○○○○・・・・・・・・・
（２）研究の目的、内容及び方法
      　○○○○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・
（３）研究の実施期間
　契約締結日から令和○○年○月○日まで
（４）目標症例数
[bookmark: _GoBack]　　　○症例（１症例○調査票）（１症例最大○調査票）
（５）研究責任医師名
　　○科　○○○○

（受託研究に要する経費の納付等）
第３条  受託研究に要する経費（以下「研究費」という。）について、受託研究契約に係る算定基準に基づき、研究費等の額、実績報告、納入方法及び納期は次のとおりとする。
（１）研究費等の額は次のとおりとする。
①研究費
１症例（或いは調査票）あたり○○○○○円（うち管理経費及び間接経費別、消費税及び地方消費税別）
②審査契約管理料
本契約につき１０，０００円（うち消費税及び地方消費税別）
（ただし、本契約締結期間中に研究の実施期間延長に関する変更契約を締結する場合には、期間延長の変更契約に関する審査契約管理料は５，０００円（うち消費税及び地方消費税別）とする。）
（２）実績報告　
甲は、目標症例数の満了時、研究の実施期間の終了時、研究の実施期間中の各年度の２月末および８月末時点、その他乙が求めたときには、それぞれ原則として１週間以内に、実績症例数及び支払可能な状態の症例数等の、研究費等の確認に必要な事項を乙に報告するものとする。
　　　　なお、甲は、１週間以内に報告ができない場合は、あらかじめ、乙に対して報告予定日を連絡するものとする。
（３）納入方法及び納期
  　　　甲は、原則として、乙の発行する納入通知書により納入するものとし、納期は納入通知書に指定する期限とする。なお、審査契約管理料は契約締結後速やかに納入するものとする。
２  乙は、納入された研究費を甲に返還しないものとする。 
３　甲は、第１項に定める納入期限までに納入金額を支払わなかったときは、その期日の翌日から支払いをする日までの期間の日数に応じ当該遅延した金額に対し、年2.5パーセントの割合をもって計算して得た金額を遅延利息として、乙の請求又は乙の発行する納入通知書により支払わなければならない。ただし、乙は遅延利息の額が100円未満の場合又は特段の事情があると認めた場合はこれを徴収しないことができる。なお、遅延利息の額を計算する場合における年当たりの割合は、じゅん年の日を含む期間についても
365日当たりの割合とする。

（研究用資料等の提供）
第４条  甲は、別紙に掲げる研究用資料等の研究を行うに当たって、法令に基づき提供す　ることとされている情報及び研究に特別必要な消耗器材、設備備品をあらかじめ乙に提　供するものとする。
２  前項の研究用資料等の搬入、取付け、取りはずし及び撤去に要する費用は甲が負担す　るものとする。
３  乙は、甲から提供された研究用資料等について、保管、共用し、当該研究の終了後、　使用した研究用資料及び消耗器材を除き、遅滞なく甲に返還するものとする。

（契約の中止等）
第５条  乙は、天災その他やむを得ない事由により研究の継続が困難となった場合は、こ　の研究を中止し、又は研究期間を延長することができる。

（研究結果等の通知）
第６条  乙は、受託研究を終了したときは、遅滞なくその研究結果を甲に通知するものと　する。
２  乙は、前条の規定に基づき、中止し、又は延長した場合にはその事由を付し遅滞なく　甲に通知するものとする。

（賠償責任）
第７条  乙は、第５条の規定により研究の中止又は延長により生じる一切の損害につき、 その責任を負わないものとする。
２  乙は、第４条の規定により甲から提供を受けた設備備品等が減失し、又は棄損したことにより甲が損害を受けた場合においても乙の故意又は重大な過失に基づく場合を除き、賠償の責任を負わないものとする。
３　委託業務の実施に起因して、第三者に対する損害が発生し、かつ、乙に賠償責任が生じたときは、その原因が甲の故意又は過失若しくは製品の欠陥による損害と判断された場合のみ、その一切の責任は甲が負担するものとする。

（暴力団員からの不当介入に対する通報及び報告の義務）
第８条　甲は、本契約に係る事業の遂行に当たって、暴力団員等（高知県暴力団排除条例（平成22年高知県条例第36号）第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。第12条第１項において同じ。）による不当若しくは違法な要求又は契約の適正な履行を妨げる妨害を受けたときは、その旨を乙に報告するとともに、所轄の警察署に届け出なければならない。

（秘密保持及び研究結果の使用等）
第９条　乙は、本研究結果を、学術目的に限り、学会・研究会等での発表資料として使用することができるものとする。
２　乙は、本契約の内容又は甲に関する機密情報を、甲の事前の書面による承諾を得ることなく、第三者に開示しないものとする。ただし本契約に基づく義務の履行に必要な場合、又は高知県・高知市病院企業団情報公開条例及び関係規則に基づく場合はこの限りでない。かかる秘密の保持の義務は本契約終了後も存続する。
３　甲は、本研究結果を、厚生労働省への報告及び本医薬品に関する再審査の他、学会発表・論文投稿等で公表することができる。また、乙は、当該学会発表・論文投稿等の公表が、本調査の実施要綱に定める論文化委員名で行われることがあることを了承する。
４　乙は、本調査結果及び調査結果の概要が、甲のウェブサイトもしくは厚生労働省等において情報公開される場合があることを了承する。
５　甲及び乙は、研究の対象患者のプライバシーの保護に最大限の配慮を払うものとする。
６　甲及び乙は、医薬品の製造販売後の調査及び試験の実施の基準に関する省令（平成16年12月20日厚生労働省令第171号）を遵守して、本調査を実施するものとする。

（契約の効力発生日）
第10条　この契約の効力は、契約締結日より発生する。

（契約の解除）
第11条  甲又は乙は、一方の当事者がこの契約に違反した場合にはこの契約を解除するこ　とができる。

（暴力団排除措置による解除）
第12条　乙は、甲が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。この場合において、解除により甲に損害があっても、乙はその損害の賠償の責を負わないものとする。
（１）暴力団（高知県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下この項において同じ。）であると認められるとき。
（２）役員等（次に掲げる者をいう。以下この項において同じ。）が暴力団員等であると認められるとき。
ア 法人にあっては、代表役員等及び一般役員であって経営に事実上参加している者
イ 法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他アに掲げる者と同等の責任を有する者
ウ 個人にあっては、その者及びその使用人（支配人、本店長、支店長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、事業所の業務を統括する者（事業所の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。））
（3） 役員等が、業務に関し、暴力団員等であることを知りながら当該者を使用し、又は
    雇用していると認められるとき。
（4） 暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与していると認められる
    とき。
（5） 役員等が、自己、その属する法人等（法人その他の団体をいう。）若しくは第三者の
利益を図り、又は第三者に損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員等を
利用していると認められるとき。
（6） 役員等が、いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、
金銭、物品その他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴
力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認められるとき。
（7） 役員等が、業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与して
いると認められる業者であることを知りながら、これを利用していると認められる
とき。
（8） 役員等が、高知県・高知市病院企業団、高知県等との契約に関し、暴力団又は暴力
団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる業者であることを知り
ながら、これを利用していると認められるとき。
（9） 前各号に掲げるもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難される
    べき関係を有していると認められるとき。
（10）第８条に規定する義務を履行しなかったと認められるとき。

（補則）
第13条  この契約に定めのない事項については、必要に応じて甲乙協議して定めるものと　する。

（裁判管轄）
第14条  この契約に関する訴訟は、高知地方裁判所に提訴するものとする。


上記契約の締結を証するため、本書２通を作成し双方記名押印のうえ各１通を保有す　るものとする。

令和　　年　　月　　日

	
	(住　所)
	○○

	委託者（甲）
	(名　称)
	○○株式会社

	
	(代表者)
	取締役○○　○○　　○○　○○　　　印

	
	
	

	
	(住　所)
	高知県高知市池2125番地１

	受託者（乙）
	(名　称)
	高知県・高知市病院企業団

	
	(代表者)
	企業長　　村岡　晃　　　印











別  紙

研究用資料、設備備品等（第４条第１項）
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	単　位
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